
1985年4月17日、ASEAN「人造り」協力構想の一環として設立
＊当時の鈴木善幸内閣総理大臣が稲嶺一郎参議院議員（稲嶺惠一元知事ご尊父）とともにASEAN歴
訪された際に提唱され実現。

＊浦添市からの誘致を受け、平和と国際協力の願いをこめ、先の大戦で激戦地であった浦添前田の
丘に設立。

＊1999年、セミナー等を行う多目的室、広報展示スペースを備えたニライホールを増設。市民に
開かれた国際センターとして地方自治体や学校、NGO等の国際協力活動に利用されている。

●設立経緯

常時約100名が勤務
（事業担当スタッフの他、建物管理委託業務関係者、図書資料室業務関係者等）

●組織・運営体制
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32,119 ㎡ (県有地）

12,199㎡（JICA資産）

JICA沖縄概要（沖縄振興とJICA事業）
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JICA沖縄概要（沖縄振興とJICA事業）

✓JICA事業の位置づけ

【国】（改正）沖縄振興（開発）特別措置法第 84条

国際協力事業の実施を通じて沖縄振興に寄与することが定められている

【県】新・沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄県振興計画）：

基本施策４（世界に開かれた交流と共生の島を目指して）を中心に、施策３、５にも貢献

●はJICA事業が施策の成果指標となっている

＊振興計画達成にむけ、2013年県との連携協定締結（全国初）

→新振興計画にあわせ、2022年11月に更新版を締結
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県が目指す「日本の島嶼外交にも
貢献する国際貢献拠点形成」のた

めの実働拠点として貢献

将来像4：
世界に開かれた交流と共生の島
を目指して
〇アジア・太平洋地域の平和構築
に貢献する地域協力外交の展開
●沖縄を結び目とするグローバル
な交流ネットワークの形成
●世界の島嶼地域等との国際協力
と国際的課題への貢献

将来像5：
多様な能力を発揮し、未来を
拓く島を目指して
〇多様な学びの享受に向けた環
境づくり
〇「生きる力」を育む学校教育
の充実
〇多様な能力を育て、力強く未
来を拓く人づくり
〇人口減少に対応し、地域を支
える人づくりと人材の確保

将来像3：
希望と活力にあふれる豊かな島を
目指して
〇デジタル社会を支える情報通信関
連産業の高度化・高付加価値化
〇沖縄の優位性や潜在力を活かした
新たな産業の創出
〇亜熱帯海洋性気候を活かした持続
可能な農林水産業の振興
〇地域を支える第2次産業と県産品
の振興
〇島々の資源・魅力を生かし、潜在
力を引き出す産業振興
〇誰もが安心して働ける環境づくり
と多様な人材の活躍促進
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JICA沖縄概要（事業規模）
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事業内容 2022年度実績 累計

①技術研修員受入れ ➢ 新規受入数：57コース、
98ヵ国378名

累計164ヵ国13,833名
（1982年から2022年）

②海外協力隊派遣 ➢ 新規派遣人数：8名
（募集説明会等参加者96名）

累計83ヵ国608名
（1968年から2022年）

③民間連携事業

（本邦企業海外展開支援）
➢ 実施中件数：２件 累計16ヵ国26件

（2010年から2022年）

④草の根技術協力 ➢ 実施中件数：５件 累計21ヵ国37件
（2004年から2022年）

⑤国際理解・開発教育支援 ➢ 参加者数：約1万人

（フェスティバル、教員向け含む）

累計約25万人
（2000年から2022年）

⑥国際協力・交流フェスティバル ➢ 来場者数：1488人(2022年10月29

日 1日開催）
➢ HPアクセス数8,065件

累計約5.2万人（2012
～）
＊実施は2000年より

⑦センター施設利用 ➢ 利用者数：約4万人（NGO、学生、中

小企業等の事業相談に係る来訪者
や施設見学者等の延べ人数）

累計約44万人
（2005年から2022年）

重点 ①沖縄の特性『島嶼性』、『亜熱帯性』、『独自の歴史・文化（歴史的特性）』
②県系移民とその子弟のネットワーク（ウチナーンチュ・ネットワーク）強化
③グローバル人材育成・多文化共生社会の構築
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JICAでは県内の各団体と協力し、開発途上国から研修員を受入れ(約90ヵ国/400
名/年)、研修コースを提供しています。

農産物を輸出するための実践的植物
検疫技術（ミバエ類殺虫技術）

「島嶼性」、「亜熱帯性」の特徴、リソースを課題解決に活用
⇒太平洋島嶼地域等とのつながりを強化

研修員受入事業沖縄の力を活かした途上国の人材育成

累計164ヵ国 1万3千人以上（1982年～）

平和教育における
現職教員研修制度強化

地域に根差したインクルーシブア

プローチによる障害者の社会参加

「独自の歴史・文化」（歴史的特性）や社会包摂を課題解決に活用

地域保健システム強化による
感染症対策

島嶼国における水資源管理
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日系社会研修
沖縄のソフトパワーによる地域活性

日系社会研修・建築設計
（意匠、構造及び設備）

中南米日系社会（県系人）とのパートナーシップを強化

研修員受入事業沖縄の力を活かした途上国の人材育成

沖縄にルーツのある人たちが世界に41万人以上 (2016年推計値)

★「第10回中南米日系社会との連携調査団（ペルー、ボリビア、ブラジル派遣）」実施（9月～10月）
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沖縄県出身・派遣JICA海外協力隊活動状況

アフリカ 7名

中近東１名

アジア 5名

大洋州 2名

中南米 10名

ラオス 1

ベトナム 2

マダガスカル 1

南アフリカ 1

2022年度3次隊 小学校教育
高良 大夢さん

南アフリカ共和国派遣

*以下沖縄県出身者に加え、沖縄県内に勤務先・大学がある等の理由で出発時自治体表敬を沖縄
県で行った隊員を含みます。

ヨルダン 1

ドミニカ共和国 2

ボリビア 3

ペルー 2セネガル ２

ボツワナ 1

チュニジア ２

ブラジル 1
ソロモン 1

アルゼンチン 1

グアテマラ 1

フィジー 1

スリランカ 1

ブータン 1

海外協力隊派遣沖縄から世界へのボランティア派遣

JICA海外協力隊 派遣実績累計

沖縄県 618人

（参考：全国 55,827人）
2022年度7次隊 幼児教育

徳里 将さん
セネガル共和国派遣 6
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企業が有する優れた製品や技術を活用し、途上国が抱える課題やSDGsに貢献するビジネスを支援

7

【事業名】島嶼地域における環境に配慮した小型焼却炉の
普及・実証事業

【対象国】インドネシア共和国
【実施期間】2016年8月～2019年２月

沖縄県採択実績(2010-2022) 26件／累計16ヵ国
■島嶼特有の課題に対応する技術提案が多い
■環境エネルギー、廃棄物処理、水の浄化・水処理など

【事業名】バイオログフィルターを活用した環境改善及び
災害リスク低減に関する普及・実証事業

【対象国】サモア独立国
【実施期間】2019年10月～2024年12月

離島の漂着ゴミ処理で多くの
実績を上げる小型焼却炉
医療廃棄物問題の解決に貢献

沖縄と似た課題を抱えるサモア
で沿岸域の環境保全と災害リス
クの低減を目指す

民間連携事業

沖縄と世界をつなぐ、JICAの海外ビジネス支援

沖縄の民間企業による国際協力
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沖縄の知見・技術（ソフトパワー）の普及

コープおきなわ
ラオス：ラオラオ酒協同組合結成によるアタプー県共同体機能強化支援事業

「草の根技術協力事業」：自治体やNGO等の持つ経験・技術を活用して途上国に協力
→開発途上国との共創を促進
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草の根技術協力
国際理解・開発教育

沖縄の市民との連携

累計21ヵ国 37件(2004年から2022年)

JICA教師海外研修：
2023年度～パラオへ

沖縄県教育委員会との

連携に係る覚書

・国際協力出前講座

2022年度は83校、約6,000人が利用

・JICA沖縄来訪

2022年度は62校・団体約2,300人

これからの沖縄の力を
～ グローバルな視野を持った若者の育成、教員の能力向上 ～

おきなわ国際協力・交流フェスティバル
今年は11月25日（土）

累計参加者
130人

沖縄の知名度アップ
（例：「那覇モデル」「沖縄からの平和の発信」）
協力対象国からの学びによる日本側スタッフの能力向上、
協力対象国への海外展開にもつながる可能性
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第１回万国津梁会議 発言内容メモ 

 

2023 年 9 月 24 日 

特定非営利活動法人国際協力NGOセンター（JANIC） 

事務局長 水澤恵 

１．沖縄県の地域外交への関わりと意見 

JANIC は国際協力NGOのネットワーク組織であり、国際協力NGOを中心に全国に約 200 団体の会

員を有している。NGOの組織強化、調査研究、政府への提言活動、NGOと他セクターとの連携な、市

民への国際協力の理解促進などに取り組んでいる。 

JANIC と沖縄県とのつながりができたのは、2020 年に沖縄平和賞を受賞したことである。JANIC は、

アジアを中心に、貧困や環境などグローバルな社会課題に取り組む日本の NGO の活動を長年に渡り支

えてきたことを評価いただき、受賞したと理解している。沖縄平和賞は、戦争と占領、基地問題などを抱

える沖縄県が平和の願いを込めて贈呈する賞であり、この賞を受賞するということの重さを感じている。

沖縄の市民からは、「なぜ、沖縄のNGOと比べても財政規模が大きい本土のNGOがもらうのか」「沖縄

の平和の活動をしているのか」「今後、沖縄の平和とどのように向き合っていくのか」などの問いかけを

いただいており、今も自問自答しながら活動を続けている。 

JANIC では 2021 年より、沖縄平和賞を受賞した複数の国際協力 NGO とともに平和の活動をしてい

る。2022 年度は沖縄県の後援をいただき「Peace & Democracy Forum 2022 ～当事者として平和と民主

主義を考える～」開催した。本フォーラムではひめゆり平和祈念資料館、ウクライナおよびアフガニスタ

ンから日本に避難している方々の受入に携わっている市民や NGO の方々に登壇いただき、沖縄の平和

と世界の平和はつながっており、自分事として正に今起きている戦争の危機を考え、平和をつくっていく

重要性について意見交換をした。JANIC ではこのように沖縄の地域の課題と、世界の課題をつなげて考

えていく重要性を、沖縄県や沖縄平和賞受賞団体、沖縄県の市民とともに、今後も取り組んでいきたい。 

今年については、沖縄及び本土の若者の人材育成や交流を NGO と連携して取り組んでいくことにつ

いて、沖縄平和賞受賞団体のNGOの有志で検討している。沖縄県におかれては、こうした市民の取り組

みについて、引き続きぜひ側面的にご支援いただきたい。 

 

参考URL： 

Peace & Democracy Forum 2022 ～当事者として平和と民主主義を考える～@オンライン  

https://www.youtube.com/watch?v=oe30dSDmF50 

 

沖縄平和賞は、沖縄県の地域外交の重要な要素であり、世界平和と協力の促進に向けた取り組みを推進

している。この賞を通じて、地域住民、国際協力NGO、そしてウクライナやアフガニスタンなど他国と

の連携が強化され、地域外交の成功に寄与している。 

 

 



２．地域外交の構想や様々な分野における戦略等の提案 

沖縄県の地域外交について、国際協力NGOの立場からお話ししたい。沖縄県は、美しい自然環境、豊

かな文化、そして戦略的な地理的位置を持つ、日本の特別な場所である。他方で過去においてさまざまな

困難に直面し、平和構築のためには市民による国際的な協力が不可欠であることを示してきた。 

第一に、沖縄県はアジア太平洋地域で重要な位置にあり、地域外交においても大きな役割を果たすこと

ができる。そのため沖縄県と連携することで、国際協力NGOは、国際的な連携を推進し、国際協力・交

流の促進、平和と安全保障にも貢献できる重要な役割を果たすことができる。緊張が高まる世界情勢の

中、沖縄県については、地理的に台湾や香港、韓国などにも近いため、市民によるアジアの平和のネット

ワークの拠点として沖縄県が存在感を高めていただくことを期待している。 

市民による国際的な連携・対話の具体的な事例としては、「台湾有事」を起こさせない・沖縄対話プロ

ジェクト実行委員会というプロジェクトがある。このプロジェクトは、台湾をめぐる危機は武力によって

は解決しない、対話によって保守と革新の違いも、世代の違いも、国籍の違いも乗り越えて平和の世論を

作り出してくしかないと考える、研究者・メディア・NGO関係者など多様な市民の有志によって結成さ

れ、シンポジウムや学習会を開催している。 

第二に、国際協力や多文化共生に取り組む NGO は、文化交流プログラムや教育プロジェクトを通じ

て、沖縄の文化を他の国と共有し、理解を深めていくことができる。沖縄県は多様な文化が共存する場所

であり、地域住民、特に若者のNGO活動への巻き込みも非常に重要だ。地元の専門知識やリーダーシッ

プを持つ市民が、地域の問題に対処し、解決策を見つける際に重要な役割を果たすことができる。例えば

沖縄NGOセンターは、開発教育の教材を豊富に持っており、地域の学校や市民などに対して教育機会を

提供している。 

 上記のような広範なテーマをカバーする市民のネットワークとして、JICA、NGO、企業などが協働で

運営しているおきなわ国際協力プラットフォームがある。このフォーラムは、SDGsの実現に向け、特に

国際協力において県内の企業やNGO等のステークホルダーのネットワーク化に取り組むため、2019 年

から「おきなわ SDGs 国際協力ネットワーク形成プログラム」が始まり、同プログラムの中で「環境」、

「キャパシティビルディング」、「食育、商品開発・マーケティング」、「平和」、「外国人材」の 5つの分科

会が設置され、セクターを超えた連携をしながら、活発に活動している。 

 

■参考 

おきなわ国際協力プラットフォーム加盟団体一覧 

https://oicpf.org/wp-content/uploads/2022/11/8ceb20aa0735326c29e67d699c7887b0.pdf 

 

沖縄NGOセンター 国際理解・開発教育データベース 

https://www.oki-ngo.org/db/ 

 

沖縄対話プロジェクト 

https://okinawataiwa.net/ 

 



 

３．その他、共有したい情報等～市民活動を活発にするために 

今、社会課題の解決に取り組む NGO・NPO や活動家の活動を制限する“市民社会スペースの狭まり”

が、世界的に発生している。誹謗中傷や脅迫、逮捕、銀行口座の凍結、ウェブサイト・事務所の閉鎖、活

動許可の取り消しなど、弾圧の傾向は強まるばかりだ。そのため、沖縄県においては、県内 ・本土だけで

なく、近隣のアジア諸国の情勢等も踏まえたうえで、市民活動が活発になるよう応援していただきたい。 

なぜなのか。市民社会スペースが担う役割やこの問題にどう立ち向かうべきかを、国内外の動きを見な

がら情報提供したい。 

我々が“開発”を通じて目指す社会は、SDGs （持続可 な開発目標）のスローガンにあるように、誰一

人取り残されることなく、人間の尊厳や人権が守られ、人びとが人間らしく自由に、豊かな暮らしができ

ることである。それは、自由で平等な個人が、自立して対等な関係で構成されている社会を前提としてお

り、その空間が「市民社会スペース（Civil Society Space, または Civic Space）」と呼べよう。 

市民社会スペースは、国際法や国際基準によって保護されており、これまでも国連の決議、声明等によっ

て、繰り返しその重要性が確認されてきている。しかし一方でその裏返しの証左でもあるが、国連に加盟

している政府自らが、これらの権利を侵害し、人びとの自由を奪っているのが実情だ。 

今世界では、表現の自由を行使したことによる拘禁、貧困や腐敗、経済的不平等、武力紛争、難民の人

道的危機、あらゆる形の差別、企業による人権侵害、人身売買、ヘイトスピーチ、市民社会組織規制等、

さまざまな人権問題が起きている。 

 これらの問題の解決のために国連の人権システムがあるのだが、そのシステムの効果的な運用を図る

には、市民社会による情報収集等の関与が不可欠であり、同時に市民自らが声を上げ、行動することが肝

要である。もし市民社会スペースが奪われれば、自由権をはじめとする基本的権利を享受できず、仮に権

利を奪われても、奪い返す手段にアクセスできないことになる。 

今、世界的にも、この市民社会スペースの狭まりが問題になっているが、決して新しい現象ではない。 

世界最大の人権 NGO アムネスティ・インターナショナルは、今から半世紀以上前にロンドンで生まれ

た。ポルトガルの軍事政権下のカフェで、学生 2人が「自由のために！」と乾杯しただけで逮捕され、7

年の刑を受けた記事を読んで憤りを感じた弁護士が大衆運動を開始したことに始まる。その後も、市民

社会スペースに関わる事例は、枚挙にいとまがなく、今日も世界中で日常的に政府が市民活動を規制し、

弾圧することが起きているのが実態である。   

市民社会スペースの問題は、日本も無縁ではなく、懸念材料が増えている。2017 年の「報道の自由度

ランキング」（国際 NGO 国境なき記者団／本部・パリ）で、日本は 72 位まで順位を下げており、ここ

数年の日本の傾向を表している。SDGs 目標 16 との関係では、国連から人権や刑事司法制度等に関わる

さまざまな改善勧告を受けており、その中には 16 の指標の一つである、“パリ原則に準拠した、独立し

た国立人権機関の設置”も含まれている。 

 世界中の NPO・NGO が加盟するネットワークである CIVICUS によれば、今年 7 月にニューヨーク

の国連本部で開催された、SDGs の進捗を各国が報告する会議「ハイレベル政治フォーラム（HLPF）」に

おいて、当初国別レビューを行う予定だった 44 カ国（実際の実施は 33 カ国）の「市民社会スペース度」

を評価したところ、日本は他の 11 カ国と共に「狭まっている（narrowed）」 に位置づけられている。も



しこのままの傾向が続けば、市民社会の活動そのものを委縮させることにつながりかねない。 

市民社会は、政府に対して直接改善を求めたり、国連の人権システムのさまざまなルートを通じてアピ

ールし国連と一緒に活動することができる。しかし、そのためには市民社会が政府などの言動をしっかり

記録し、時に自ら声をあげ、行動することが重用であり、何もアクションを起こさなければ、市民社会ス

ペースはますます狭まるばかりである。まずは市民一人ひとりがこの問題に関心を持つことがスタート

であり、何もせず手をこまねいていれば、深刻な状態になって気が付いた時は、すでに手遅れになりかね

ず、それは過去の歴史が繰り返し証明しているところである。 

沖縄県の地域外交においては、沖縄及び近隣地域の市民活動が活発になるよう、アジアの重要な拠点と

して市民活動を後押ししていただきたいと考える。 

 

 

出典：Workshop at HLPF 2017/ACTION FOR SUSTAINABLE DEVELOPMENT 

 

■参考記事 

JANIC なぜNGOにとって市民社会スペースが重要なのか 

https://www.janic.org/synergy/2017/10/civicspace_01 

 

THINK Lobby ジャーナル 市民社会スペースに関する知見の現在地 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/thinklobbyjournal/1/0/1_55/_pdf/-char/ja 
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